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ごあいさつ

　1973年にセブン-イレブンを創業した当初から、

私どもは「誠実な企業であること」を目指して経営

を進めてまいりました。近年、改めて「企業はどうあ

るべきか」ということについて考察する機会が増え

ております。

　企業の持続的な成長・発展には、地域社会や個

人との関わりが密接なものになっており、環境を巡

るさまざまな問題につきましても、企業には透明性

のある説明責任が求められております。

　2005年9月に（株）セブン＆アイ・ホールディング

スを設立しましたのも、コーポレート・ガバナンスの

強化と企業価値の向上を図り、グループ内の協力体

制を緊密化して、国内外の社会の変化に対応した

経営を進めるためであります。

　今後においても、事業活動に伴うさまざまなリス

クを把握しマネジメントするとともに、責任体制を

明確にした、基本に立ち返る自浄作用の働く組織と

して、体制を強化していくことが必要と考えており

ます。

　企業は社会から一層厳しい目で見られておりま

す。皆さまに信頼される企業であり続けるために、グ

ループ全社員とともに全力で取り組んでまいります。

　今後も皆さまのご指導・ご支援をお願い申し上げ

ます。

報 告 書 概 要

◎対象範囲
（株）セブン-イレブン・ジャパン（単体）と、加盟店の事業
活動を中心に作成しています。ただし、コンビニエンスス
トア事業における環境負荷が「製造-配送-販売-消費」
の各場面で発生することから、お取引先にご協力いただ
いている対策についても、あわせて報告しています。

◎対象期間
2004年度
（2004年3月1日～2005年2月28日までの1年間）
※2004年度のデータについては年度表記をしていませ
ん。また、2005年3月以降の事項で重要と思われる内
容はあわせて記載しています。

◎参考にしているガイドライン
環境省「環境報告書ガイドライン（2003年度版）」
GRI「サステナビリティ リポーティング ガイドライン 2002」
※GRI＝Global Reporting Initiativeの略。
1997年に設立された団体で、全世界で適用可能な「持続可
能性報告のガイドライン」を策定し、その普及に取り組んでい
ます。

◎表現について
本報告書では「セブン-イレブン・ジャパン」と「セブン-イレ
ブン」の二通りの表現を用いています。「セブン-イレブン・
ジャパン」は当社単体（本部・直営店）の範囲に関する記載
であり、「セブン-イレブン」は加盟店を含めたチェーンとして
の範囲の記載として使い分けていますので、ご注意ください。

◎発行
2005年10月

本 報 告 書 に つ い て

セブン-イレブン・ジャパンでは、2000年よ

りコンビニエンスストア事業に関わる環境対

策について「環境報告書」を発行し、2003

年度から社会的な側面を含めた「社会・環境

報告書」として報告を行っています。

セブン-イレブンの営業活動は、各加盟店や

お取引先など多数の関係者を通じて行われ

ています。こうした点をふまえ、本報告書は

製造から消費に関わるそれぞれの分野の基

本的な考え方をもとに、関連する取り組みに

ついて記載しました。

本紙にはアンケートを添付しております。

ご覧いただき、ご意見・ご感想などをお寄せ

いただければ幸いです。
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　東京都江東区豊洲に1号店をオープンしてから、

おかげさまで、セブン-イレブンは10,000店を超える

までに成長を遂げてまいりました。

　それとともに、社会においてセブン-イレブンが果

たすべき役割も広がりを見せております。私どもの

目指す「地域における一番店」ということについて

も、経済的な面と同時に、社会性や環境配慮を包括

した、地域共同体にとっての生活基盤として、ある

べき姿を追求する意味合いが強くなっております。

　セブン-イレブンにおける「企業の社会的責任」

とは、「製造－配送－販売－消費」の各事業場面

において意識されるものでなければならず、加盟店

をはじめ、メーカー・共同配送センターなど、戦略

同盟として理念を共有してきた各事業者との連携に

おいて対策を進めることが、フランチャイズ本部の責

務であると認識しております。

　また、それぞれの場面に携わる社員一人ひとりに対

して環境への配慮を啓発し、現状における課題を含

めた情報の共有化を内外に推進することが、事業の持

続可能な発展につながるものと考えています。

　高度な情報化が進み、企業のリスクマネジメントに

ついて、メディアによる報道が頻繁になされている昨今

においては、高い透明性を持って、社会からの要請に

対して誠実に応える姿勢が、企業に強く求められてい

ます。この社会・環境報告書を通じて、私どもの取り組

みについて皆さまのご理解をいただければ幸いです。

　今後も皆さまのご指導・ご支援をお願い申し上げます。

代表取締役会長　
最高経営責任者（CEO）

代表取締役社長　
最高執行責任者（COO）
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□名称 株式会社セブン-イレブン・ジャパン

□代表者 代表取締役会長 最高経営責任者（CEO）　鈴木敏文
 代表取締役社長 最高執行責任者（COO）　山口俊郎

□設立 1973年11月20日

□資本金 172億円

□社員数 4,815名

□事業内容 日本国内でのフランチャイズ方式によるコンビニエンスストア事業

□親会社 株式会社セブン＆アイ・ホールディングス

□主な子会社 IYG Holding Company

 7-Eleven, Inc.

 SEVEN-ELEVEN（HAWAII）, INC.

 セブン-イレブン北京有限会社

 株式会社セブンドリーム・ドットコム

 株式会社セブン・ミールサービス

 株式会社SEキャピタル

7-Eleven, Inc.社を完全子会社化

セブン-イレブン・ジャパンは2005年2月、イトーヨーカ

堂が保有する「IYG Holding Company」の全株式を取得

して、7-Eleven, Inc.社を当社の完全子会社としました。

これにより、セブン＆アイ ＨＬＤＧＳ.が取り組む事業構造改

革の方針に基づき、グループ内のコンビニエンスストア事

業の運営管理がセブン-イレブン・ジャパンに統合されまし

た。あわせて、エリアライセンシー（7-Eleven, Inc.社より、

限定されたエリアでセブン-イレブンを運営するライセンス

を与えられた企業）を加えたグローバルなセブン-イレブン

チェーンの競争力強化を図っていきます。

国内総店舗数

02年度

03年度

04年度

0 2,500 5,000 7,500 10,000

商品群別売上構成（単体）チェーン全店売上高（単体）

02年度

03年度

04年度

0 1,500,000 2,000,000 2,500,000

営業総収入（単体）

02年度

03年度

04年度

0 200,000 300,000 400,000 500,000

経常利益（単体）

02年度

03年度

04年度

0 80,000 120,000 160,000 200,000

当期純利益（単体）

02年度

03年度

04年度

0 25,000 50,000 75,000 100,000（百万円） （百万円）（百万円） （店）（百万円）

■加工食品
ソフトドリンク、菓子、カップラーメン、
レトルト食品など

■ファスト・フード
米飯、麺類、調理パン、サラダ、惣菜、
おでんなど

■日配食品
牛乳、乳飲料、デザート、パン・ペス
トリーなど

■非食品
雑誌、化粧品、日用品、ゲームソフト
など

30.9％

29.3％

13.0％

26.8％

D A T A

セブン-イレブン・ジャパンの企業概要

T O P I C S

世界のセブン-イレブン店舗数

世界27,727店
（04年12月末現在。日本の店舗数のみ05年2月末現在）

9,690

10,303

10,826

2,213,298

2,343,177

400,664

445,413

467,233

159,639

168,892

176,070

86,547

91,475

92,891

スウェーデン

74店

ノルウェー

78店

デンマーク

46店

トルコ

65店

韓国

1,179店

中国（北京）

10店

中国
（香港・深圳・マカオ）

798店

タイ

2,861店

マレーシア

460店

日本

10,826店

台湾

3,680店

シンガポール

261店
オーストラリア

345店

カナダ

488店

アメリカ（内ハワイ53店）

5,788店

メキシコ

491店 プエルトリコ

12店

グアム

8店フィリピン

257店

持株会社設立について

イトーヨーカ堂、セブン-イレブン・ジャパン、デニーズジャパンの3社

は、3社共同で株式移転方式による持株会社「株式会社セブン＆アイ・

ホールディングス」を9月1日に設立しました。それに伴い3社は8月

26日に上場を廃止し、持株会社の完全子会社となりました。

セブン＆アイ ＨＬＤＧＳ.は、「変化への対応と基本の徹底」をスローガン

T O P I C S

に、急速な経済・社会のグローバル化のなかで、時代の変化に即応した

グループ経営体制の再構築を図り、より一層発展していくこと、社会に

貢献することが必要と考えています。これを契機としてさらなるコーポ

レート・ガバナンスの強化と、グループ全体の企業価値を増大すべく、

お客さまの立場に立った事業運営を徹底していきます。

持株比率の変化（持株会社制への移行）

デニーズ
株主

イトーヨーカ堂
株主

セブン-イレブン
株主

デニーズ

イトーヨーカ堂

セブン-イレブン

デニーズ
株主

イトーヨーカ堂
株主

セブン-イレブン
株主

持株会社

デニーズイトーヨーカ堂セブン-イレブン

事業会社

現状

100% 100% 100%

持株会社設立以前

50.6% 51.6%

2,440,853
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エコ物流推進協議会

環境対策プロジェクト会議 

センター運営会議

建築設備会議

エコ物流業者

日本デリカフーズ協同組合

センター運営会社

推奨建築業者

環境推進部

商品本部

物流管理本部

建築設備本部

セブン-イレブン・ジャパンは「既存中小小売店の近代化と活性

化」「共存共栄」という経営理念のもと、1973年に本格的フラ

ンチャイズチェーンによるコンビニエンスストア事業を、日本で

初めて開始しました。

この経営理念の達成に向けて、刻々と変化するお客さまのニーズ

に対応するために「変化への対応と基本の徹底」をスローガンと

セブン-イレブン・ジャパンでは、社会から信頼される、誠実な企業であることを目指すとともに、
事業活動を通じてお寄せいただく信頼に真摯に応えていきたいと考えています。
経営管理機構や業務執行の仕組みを整備し、引き続き経営の透明性・健全性の向上を図っていきます。

社是

私たちは、お客様に信頼される、誠実な企業でありたい。

私たちは、取引先、株主、地域社会に信頼される、誠実な企業でありたい。

私たちは、社員に信頼される、誠実な企業でありたい。

経営理念

既存中小小売店の

近代化と活性化

共存共栄

経営の基本方針

して掲げ、商品開発・物流管理・情報システム・店舗運営など、

あらゆる分野での自己革新に挑戦し続けてきました。

今後も「信頼される、誠実な企業でありたい」という社是のもと、

「量ではなく質重視」「徹底とスピード」などの経営の基本方針

を徹底し、地域密着型の小売業として皆さまの期待に応える店づ

くりを進め、企業価値の拡大につとめていきます。

セブン-イレブン・ジャパンでは、コーポレート・ガバナンスの充

実の目的は、持続可能性を視野に入れた長期的な企業価値の拡

大にあるとの考えに基づき、経営管理機構や業務執行の仕組み

を整備し、経営の透明化と健全性の向上を図ってきました。ま

た、フランチャイズ方式によるコンビニエンスストア事業を展開

する企業として、各加盟店の収益拡大および事業リスクの極小

化・回避という観点からも企業運営を進めています。

コンビニエンスストア事業は、フランチャイジー（加盟店）とフラ

ンチャイザー（当社）との対等な契約を基盤とした事業であり、

「共存共栄」の経営理念に基づき明確な役割分担がなされると

ともに、事業運営における透明性と公平性、平等性が確保・強

化されています。したがって、セブン-イレブン・ジャパンの事

業活動は加盟店からの信頼なくしては成り立たないものである

ため、フランチャイズ事業というビジネスモデル自体が、内部統

制機能の強化に役立っています。

また、変化の激しい経営環境において、迅速な意思決定と業務

遂行を推進するために、代表取締役会長（最高経営責任者）と

代表取締役社長（最高執行責任者）を経営トップと位置づけた

コーポレート・ガバナンス

執行役員制度を採用。取締役の任期も2年から1年に変更し、

経営に対する責任の明確化を図るとともに、監査役制度を採用、

監査役会は4名（内3名は社外監査役）で構成し、独立した立

場からの業務監査を実施しています。また、社長直轄組織であ

る監査室が業務活動の妥当性や適法性について、内部監査を実

施しています。

これらに加え、当社は（株）イトーヨーカ堂および（株）デニーズ

ジャパンと共同して、株式移転方式により純粋持株会社「（株）

セブン＆アイ・ホールディングス」を2005年9月1日に設立。

持株会社設立に伴い、8月26日に東京証券取引所第1部上場

を廃止し、持株会社セブン＆アイ ＨＬＤＧＳ.の100％子会社と

なりました。当社は、構造的な環境変化への対応力強化を図

るとともに、次世代につながる成長戦略実現のために、当社の

属するグループが持つさまざまな経営資源の横断的な有効活

用が必要であると考えています。グループのスローガンである

「変化への対応と基本の徹底」をもとに、経営環境の変化に対

するスピーディな対応と、お客さまの立場に立った事業経営を推

進し、グループ全体の企業価値の最大化を図っていきます。

マネジメント体制

セブン-イレブン・ジャパンでは、経営の基本方針を業務執行に反

映させるため、創業以来、経営方針の決定とその伝達に関わる各種

会議は全て週単位で運営され、経営トップからのダイレクトコミュニ

ケーションというかたちで迅速に周知徹底されています。環境面の

マネジメントにおいても、これらの各種会議を通じてコミュニケーショ

ンがなされ、環境負荷低減のための具体的行為に直結しています。

また、1991年に設置された「環境対策プロジェクト」では、コン

ビニエンスストア事業に関わる環境負荷低減のため、チェーンと

しての環境方針を決定し、各本部が具体的対策を推進していま

す。また、1994年に定められた「環境指針」「環境規約」をもと

に、社員一人ひとりが環境問題への取り組みを推進しています。

マネジメントシステム

セブン-イレブン環境指針

1. 事業活動に対する責任
私たちは事業活動の中で、環境保護、ロス削減、資源の有効利用・再資源化、
省エネルギー、廃棄物の削減、環境汚染の予防につとめ、企業の責任を果たし
ます。

2. お客さまとの協力と情報公開
私たちはお客さまの声に耳を傾け、お客さまとともに環境保護につとめ、
その活動の結果を監査し、文書化し、広くお客さまや社員に情報公開します。

3.地域社会との協力・社会貢献
私たちは地域とともに環境について考え、環境分野の社会貢献活動を継続
的に行い、企業市民としての役割を果たします。

チェーンとしてのマネジメント体制

セブン-イレブンのオリジナル商品の製造工場、その

商品を配送するための共同配送センター、店舗を建

築する建築業者などは、全て独立した事業者です。

セブン-イレブンでは情報共有のための会議を通じ、

お取引先と考え方を共有しながら、コンプライアンス

や環境問題への対応を進めています。

チェーンとしてのマネジメントの例

製　造

配　送

建　築

廃棄物

セブン-イレブン
・ジャパン

お取引先 情報共有のための会議

4.加盟店および社員の責任と自覚
私たちは、この環境指針にもとづき、企業や社会の中でそれぞれの立場で
環境問題について考え、自分の役割を自覚して行動するようつとめます。

5.環境目標の設定と見直し
私たちはこうした取り組みが年ごとに改善されるようにつとめ、環境に関連
する法規制を遵守し、企業活動の分野ごとに自主的目標を定め、それを年ご
とに見直します。

セブン-イレブン・ジャパンのマネジメント

 ほか

この他に、出店会議、ゾーン・ミーティング、ディストリクト・ミーティング、商品検討会など、コミュニケー
ションのための会議が開催されています。

会議 内容

セブン＆アイ HLDGS.
経営方針説明会

1984年よりグループ全体の方針説明と確認のため、役員・
幹部社員・営業担当社員を集め、方針説明会を実施。半期
に1回開催

業務改革委員会

1986年より実施。各部門が、現在の問題点とその改革への
方策を提案。起案部門の問題意識を全社的に共有し、各部
門の問題として認識を持ち、提起された問題に対して抜本
的解決に具体的に結びつけていくことが目的。役員・幹部
社員が出席。週1回開催

マネジャー会議

加盟店の経営相談を担当するオペレーション本部から具体
的な問題を報告・提議し、本部スタッフは現場の問題につい
て認識をする。経営トップから報告事項に対するコメントが
あり、各部門も回答できる内容へは回答をする。週1回開催

FC会議

全地区の全OFCおよびRFCが本部に集合し、ケーススタ
ディや情報の共有、商品情報や営業面での徹底事項の確
認と、各部門からの連絡事項がある。
毎回経営トップから、考え方・個別事例に対する方針など
が、直接、具体的に伝えられる。週1回開催

 ほか

 ほか

マネジメントと会議の例

 ほか
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セブン＆アイ HLDGS.企業行動指針

セブン-イレブン・ジャパンでは、独自の経営スタイルによるコー

ポレート・ガバナンス体制に加え、2004年3月に代表取締役社

長（最高執行責任者）を委員長とする、企業行動委員会を組織し

ました。この企業行動委員会のもとに、企業行動推進室を設置し、

企業行動委員会

分野別専門部会である人事労務部会・環境部会・情報管理部会・

FT（フェアトレード）部会という4部会を中心とした活動を行って

います。これらの活動を通じ、従業員一人ひとりの法令遵守・倫理

観の高揚とともに、コンプライアンス体制の強化を図っています。

店舗での各種料金収納代行サービスの受付をはじめとして、お中

元・お歳暮などのカタログギフトの受付、インターネット事業に関連

したサービスなどの取り扱いにより、加盟店・本部がお預かりする

お客さまの個人情報の量は年々増加しています。

個人情報保護法の施行に伴い、レジで受付を行うカタログギフト・

年賀状印刷サービス関連の個人情報について、セブン-イレブンギ

フトセンターを運営するリテールシステムサービス（株）にデータ安

全管理措置の強化を要請し、対応をいただきました。

また社内では、お客さまだけでなく加盟店のオーナーさまや従業

員さん、社員の個人情報を取り扱っているため、「個人情報の保

護・利用に関するガイドライン」を策定するとともに「情報セキュリ

ティポリシー」の改訂を実施。個人情報の取り扱いに関する意識を

高めるために、ビデオによる個人情報保護法に関する教育も行う

など、情報管理のための組織体制の整備・強化を進めました。あ

わせて、セブン-イレブン・ジャパンの情報管理に対する考え方を

ホームページで「プライバシー・ポリシー」として掲載し、広く開示

しています。

個人情報保護の取り組み

1  お客様との関係…販売活動
セブン＆アイ HLDGS.は、販売活動に関する法令・ルールを遵守し、経

営倫理、社会的規範を踏まえ、公正な販売活動を行うとともに、お客様の

立場に立ち、お客様に喜んでいただける優れた商品とサービスを提供する。

2  お取引先との関係…取引活動
セブン＆アイ HLDGS.は、販売目的の商品・サービスの取引ならびに原材料、

資材・サービスの調達に関係する法令・ルールを遵守するとともに、公正な取

引関係のもとに必要な商品資材などを適切な品質、価格および納期で取引する。

3  株主との関係
セブン＆アイ HLDGS.の株主に対して信頼に応えるよう株主価値の最大

化を図る。

4  公正な取引の推進
セブン＆アイ HLDGS.は、販売活動および取引活動の両面において、私

的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律などに関連する法令・

ルールなどを遵守する。

前文
企業の使命は、経営倫理を尊重した経営により、お客様に価値のある商

品とサービスを提供し、新たな富と雇用を生み出すことにある。

セブン＆アイ HLDGS.の役員および社員は、こうした使命を果たし、お客

様に喜んでいただくことを生きがいとしている。このためにも健全な経営体

質を確立し、法令・ルール、社会的規範を遵守し、セブン＆アイ HLDGS.

が関わる全ての人々の人権と尊厳を尊び、国際社会の多様な価値観を尊

重しつつ社会的責任を果たす。

こうした理念のもと以下の指針に則って業務を行う。

はじめに
経営倫理の尊重・法令遵守（コンプライアンス）
事業運営に当たっては、経営倫理に即した企業行動に徹し、法令・ルー

ル、社会的規範を遵守し、社会から求められる企業の社会的責任を果たす。

1  人権・個人の尊厳の尊重
お客様、お取引先、地域、社会、社員などセブン＆アイ HLDGS.が関わる

すべての人の人権と個人の尊厳を尊重する。また、いかなる差別やいやが

らせも許さず、それらを見過ごすことも許さない。

2  雇用・職場環境
雇用、異動、昇進に当たっては、差別のない公平、公正な基準に基づいて

行い、職場で一人一人の能力を十分に伸ばすことができ、社員同士が尊

重しあい、差別やいやがらせのない職場環境を確保するとともに、活力あ

る企業風土を醸成させる。社員の心身のゆとり、豊かさを実現できるよう努

め、快適、安全で清潔な職場環境作りに努める。また、児童労働は排除する。

3  環境管理
セブン＆アイ HLDGS.は、事業活動を行うに当たり資源の有効利用・再

資源化、省エネルギー、廃棄物の削減、ロス削減、環境汚染の予防に努め、

自然との調和を図ることにより、豊かで健康的な社会の環境作りに貢献す

る。また、地球規模の自然環境保護活動に積極的な支援を行う。

4  地域、社会との関係
セブン＆アイ HLDGS.は、地域、社会との連携と協調を図り、良好な関係

を維持することにより、地域、社会の一員としての責任を果たすとともに、

豊かな生活環境作りを支援し、社会性、公共性を勘案し、適切な寄付など

社会支援を行う。また、反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で対応

し、これらの脅威には屈しない。

5  情報の管理
セブン＆アイ HLDGS.は、高度情報化社会における情報の重要性に鑑み、

情報の管理に細心の注意を払う。会社情報の開示に関しては、法令や制度

に定められた企業情報の公開はもとより、社会・経済規範およびコーポレート

ガバナンスの諸原則に照らし、必要と認められる情報を広く一般投資家に対

し積極的に開示する。また、経営および事業活動の透明性を高め、企業とし

ての説明責任を果たす。知的所有権・ノウハウなどの情報に関しては、関連

する法令・ルールを遵守し、第三者の権利を尊重するとともに、自己の財産

の保護に努める。
（以上、指針文書の用字用語は原文のまま）

第2章 社会的責任

第1章 事業活動

［規定項目の中の基本方針］

セブン-イレブン・ジャパンでは、会社の基本的な考え方を理解

するとともに、日々の業務のなかで社員一人ひとりがコンプライ

アンス活動を実践できるよう、1978年に「セブン-イレブン行動

規範」を定め全社員に配布しています。

2004年度には、コンプライアンス活動の徹底を図るため、行動

お取引先に対して

お取引先との公正な取引を行うために、社内の各部担当者に対

して定期的に勉強会を実施しています。

特に、公正取引に関する独占禁止法（優越的な地位の濫用防止

など）や下請け法などを中心に、商品本部、物流管理本部の担

当者に対し、MD会議の場を通じて月次で勉強会を開催してい

ます。今後も引き続き、社内担当者およびお取引先に対する啓

発を行うとともに、大規模小売業告示等についても勉強会を開催

していく予定です。

フェア・トレード（公正取引）に関する取り組み

お客さまに対して

2004年4月の消費税の総額表示方式のスタートに合わせて、売価

の表示方法を見直し、消費税額を含めた総額表示に統一しました。

また、弁当などを除き、お菓子・加工食品・雑貨の各商品について

はプライスカードによる価格表

示を実施しています。店頭での

表示の徹底が図れるように、価

格シールについて単品単位で

発注できるシステムに変更し、

適正な表示につとめています。

・公共料金支払票、DPE申込書、宅配便受付伝票、カタログギフ
ト申込書など各種サービスの提供に必要な個人情報

・採用等における従業員の個人情報　など

店舗が取り扱う個人情報の例

セブン-イレブン・ジャパンでは、フランチャイズ事業を展開する本部企業としての社会的責任を果たすべく、
事業活動におけるコンプライアンス体制の構築と強化に取り組んでいます。

コンプライアンス体制と推進

「セブン-イレブン社員行動規範」の改訂

規範の内容の見直しを行い、個人情報

の保護も含めた、情報管理全般に対す

る注意事項を盛り込んだ内容に改訂し

ました。

00 01 02 03 04
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166,994
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1,500,000
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813,157

  金額
（百万円）

1,681,775
百万円1,390,474

1,154,119

990,130

  件数
（千件）

（年度）

料金収納代行サービスの受付件数と取扱金額
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セブン-イレブン・ジャパンでは「環境対策プロジェクト」において、各部門が対策の進捗と次年度の目標を報告し、
情報共有を図っています。また、担当部門は環境負荷を低減するために、
加盟店・お取引先の協力をいただきながら具体的な環境対策に取り組んでいます。

環境目標と実績

分　野 内　容
目　標 　  実　績

2004年度　   2004年度  2005年度

目　標

2004年度環境目標と実績、2005年度環境目標

●保存料・合成着色料の排除商品の告知と拡大
●食品添加物の自主規制の見直し継続

●原材料履歴の確認精度向上

●NDF-HACCP＊の推進

●米飯工場での無洗米の導入拡大

●環境に配慮した容器の検討

●販促物における環境負荷低減

●常温商品の一括配送（加工食品・菓子・雑貨・酒類）の全国展開完了

●車載端末運行管理システムによる燃費改善の継続

●次世代環境対応車両の研究とテスト導入の検討

●環境負荷データの収集精度の向上

●フロン回収・破壊の継続
●自然冷媒のテスト継続

●インバータ式冷凍機の継続導入（1,950台）

●断熱パネル工法導入推進による廃棄物抑制

●貸与設備の再利用の継続

●蛍光管リサイクルへの参加店舗拡大

●建築における物流の環境負荷低減

●エコ物流推奨地区の拡大（北海道や新規出店地区）

●店舗からの食品未利用資源リサイクルの推進

●九州食品工場リサイクル事業協同組合によるリサイクルの開始

●グリーン購入比率（金額・数量とも）50％超の達成

●三つ星車の全車両比率95％超の達成

●法定保存帳票のリサイクルシステムを首都圏以外に拡大

●IYグループ環境委員会の継続

●環境報告書の補完資料を作成し、情報発信を推進

●「セブン-イレブンファミリー」誌、商品展示会での情報発信の継続

●セブン-イレブンデー全国一斉清掃活動の継続

●デイリー商品からの排除については100％実施
●焼きたてパン・デザートでのコンタミネーション対策の実施

●レシピマスターシステム＊による原材料と商品の紐付け
　登録アイテムの61％（容器包装を含む）
●NDF-HACCPを26工場で認定取得
●HACCPサポートシステム＊を11工場で取得

●無洗米を36工場で導入（導入率55％）

●容器・包材のプラスチック使用量の減量（20種類で150t減量）
●おせちの重箱を樹脂製容器から紙容器に変更
●植物由来資材（ポリ乳酸）の取り組み継続

●カタログ・チラシ用紙を古紙100％からエコパルプに変更

●共配化の進んだ地区で、配送車両が8.9台/店に改善

●ディーゼル車の燃費6.07km/ℓに改善

●継続中

●把握方法の調査・検討を継続中

●5,573台から21.9tのフロンを回収・破壊
●自然冷媒（CO2・アンモニア）を2店で導入

●インバータ式冷凍機を2,019台導入

●417店で断熱パネル工法を実施

●貸与設備10,634台の再利用実施

●5,612店より蛍光管56万本をリサイクル

●建築用建材・設備什器の共配化により、CO₂を566t/年削減

●新規出店地区49市町村において実施

●名古屋市：04年11月より食品リサイクルを開始
●東村山市他7市：05年6月より食品リサイクルを開始
●熊本市：05年度での実施を目指し準備中

●04年7月に組合施設竣工。現在飼料製品化を推進中

●金額比57.0％、数量比68.1％

●50％以上低減車比率96.6％（1,969台中）

●北海道・九州についてはリサイクルシステム構築

●情報交換は継続して実施

●未作成

●春期・秋期商品展示会において社会・環境コーナーを設置
●「セブン-イレブンファミリー」誌には05年5月より掲載

●回収ごみ約110t、参加人数54,828人

安全な商品の提供

商品製造時の負荷低減

容器包装の環境配慮

販促物の負荷低減

共同配送の推進

配送に伴う負荷低減

フロンガスの適正管理

省エネルギー

建材・設備の再利用

リサイクルの推進

建築資材の共同配送化

廃棄物の適正処理

リサイクルの推進

グリーン購入

リサイクルの推進

グループ内での情報共有

コミュニケーションツールの充実

環境教育

商　　　　品

物　　　　流

廃棄物・リサイクル

本　　　　部

コミュニケーション
・ 環 境 教 育 

店舗建築設備

●品質管理と連動した使用食品添加物の低減
●「食」のおいしさ、安全、安心の告知・啓蒙活動

●原材料履歴の確認精度の向上と安全確保
●残留農薬の検査体制の整備
●HACCP体制確立によるオリジナル商品の品質の確保、
HACCPサポートシステムによる工場のペーパーレス化の推進

●無洗米の導入拡大
●弁当、惣菜などのデイリーメーカーの食品残さの減量。電力二元化による光熱費の低減

●容器・包材の使用量減量の継続
●環境配慮型容器の検討

●紙製POPの検討

●常温商品の一括配送（加工食品・菓子・雑貨・酒類）の
全国展開完了

●車載端末運行管理システムによる燃費改善の継続

●次世代型環境対応車両の研究継続

●環境負荷データの把握の精度向上

●フロン回収6,000台、22.5t

●インバータ式冷凍機の導入1,200店
●インバータ式電子レンジの導入

●新店、建て替え店500店でパネル工法の実施

●貸与設備を12,000台再利用

●蛍光管のリサイクル100万本（売場照明および設備什器用
蛍光管）

●建築用建材、設備什器の共配効率化によるCO ₂削減量628t

●エコ物流推進地区の拡大、既存推奨地区のサービス向上

●店舗からの食品未利用資源リサイクルの推進継続

●九州食品リサイクル事業協同組合によるリサイクル推進継続

●グリーン購入比率：金額、数量共に75％以上

●低排出ガス車（75％）を特別車を除き全車導入

●プロジェクター使用の推進

●情報共有の継続

●社会・環境報告書以外の資料を作成し、情報開示を進める

●「セブン-イレブンファミリー」誌での環境に関する記事掲
載を継続

●セブン-イレブンデー全国一斉清掃活動：第13回を7月、第
14回を11月に実施予定
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P36

自己評価の基準

   …目標を達成（100％～）

    …目標をおおむね達成（75％～）

    …目標を半分達成（50％～）

    …目標を未達成（～50％）

A
B
C
D

自 己
評 価

関  連
ページ

C

A

B

C

D

B

B

A

B

C

C

B

B

B

B

C

C

A

A

B

B

C

C

A

A

B

＊詳細については、関連ページを参照してください
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小売業では、店舗面積や営業時間、取り扱い商品などの違いによ

り、環境負荷の発生にも大きな差があると考えられます。そこでセ

ブン-イレブンでは、店舗で発生する環境負荷を客観的に判断する

指標として、環境負荷の総量をCO ₂換算し、2000年度より継続し

て把握しています。

直近では、ATMの導入など、電気を使用する販売設備の拡充や、

店舗の大型化などにより、環境負荷に占める電力使用量が増加して

います。環境負荷の小さい小売業を目指して、一層の環境負荷の

削減に取り組んでいきます。

環境負荷の評価のために

セブン-イレブンでは、事業全体が環境に与える影響や、環境対策にどの程度効果が出ているかなどを把握するため、
環境会計や環境負荷指標、オリジナルデイリー商品のライフ・サイクル・アセスメント分析などに取り組んでいます。

環境への影響に対する把握と評価

セブン-イレブンでは、創業当時より店舗運営の効率化・平準化

のため、加盟店やお取引先とともに、さまざまな取り組みを行って

います。それらの取り組みが結果的に環境負荷の低減につなが

るケースも多く、純粋な環境保全対策としてのコストと取り組み

の効果を明確に切り分けることは、難しい場合があります。

そこで今年度の環境会計では、①環境対策としての費用と効果が

一定程度見えるもの、②効果が定量的に把握できるものの2つを

ポイントとして表現することとしました。フランチャイズ事業にお

ける環境対策は、加盟店やお取引先の協力なしには実施できま

せん。それらの投資・費用と効果をどのように把握し、事業全体

の対策につなげるかを含めて、引き続き環境会計のあり方を検討

していきたいと考えています。

環境会計の取り組み

セブン-イレブンでは、食品の販売を主力とする小売業としての性

格を持つことから、①食の持続可能性とは何か、②実際に店舗で

販売するオリジナルデイリー商品の環境負荷の状況がどうなってい

るかの2点を確認するため、製造－配送－販売－消費を通した商

品のLCA（ライフ・サイクル・アセスメント※）の分析に取り組んでい

ます。

現在、基本商品である「おにぎり」に対象を絞り、調査・分析を

行っています。おにぎりの製造では、米の炊飯でガスを使用する

ため、炊飯でのCO2発生が9割以上を占めることがわかっていま

す。その他、原材料調達や配送、販売などライフサイクル全体を

通じた分析を行い、商品・サービス提供における環境負荷低減や

プロセスの改善につなげたいと考えています。
※ライフ・サイクル・アセスメント＝ひとつの製品の原料の調達から、製造、使用、廃棄、
または再利用されるまでの過程で生じる環境への影響を総合的に評価する方法

おにぎりの製造に伴う環境負荷1店舗あたりのCO₂排出状況の推移 おにぎりのライフサイクルプロセスと
1個あたりの製造におけるCO₂の発生状況

原材料の生産
（生産地）

⬇

－

通常費用に含む

－

－

－

－

－

▲2,078,000千円

3,222,960

13,500

－

30,312

3,095

82,616

3,739,591千円

通常費用に含む

－

通常費用に含む

－

419,731

8,136

通常費用に含む

－

▲2,078,000

▲40,759

－

項　目 温暖化ガス削減量
（ｔ-CO ₂）

効　果 資源の有効利用
（t）

内　容 対　象分　野 投　資
（千円）

563

150

15.4

－

－

－

－

3,747

348.8

2,588.3

－

－

－

－

－

－

－

－

7,412.5t

ポリ製買い物袋の薄型化による使用量削減
容器包装の環境配慮

商　　品 弁当等容器の薄肉化

フェア販促物の再利用

設備機器の再利用

設備機器からのフロンの回収（21.9ｔ）

設備機器のインバータ化による省エネ

建物・設備共配化による配送負荷の削減

容器包装リサイクル法でのリサイクル

法定保存帳票のリサイクル

機密文書のリサイクル

新店準備時のリサイクル

廃棄物の適正処理

本部・地区事務所でのグリーン購入

社会・環境報告書作成費用

ライトダウン・キャンペーンへの協力

環境推進部の人件費

散在ごみの回収（約110ｔ）

セブン-イレブンみどりの基金への寄付

全店

20種類

全店

該当設備

該当設備

該当設備

該当設備

本部・加盟店

該当設備

本部・加盟店

該当設備

該当設備

本部

本部

直営店

本部

本部・加盟店

本部

資源の節約

資源の節約

廃棄物の削減

廃棄物の削減

オゾン層の保護・温暖化防止

省エネ

配送負荷の削減

廃棄物の削減

廃棄物の削減

廃棄物の削減

廃棄物の削減

廃棄物の削減・適正処理

グリーン購入の促進

コミュニケーションの促進

省エネ啓発

環境管理体制の維持・推進

散在ごみの清掃

事務局運営経費

合計

－

－

－

－

49,202※

3,536.7

566

－

－

－

－

－

－

－

0.3

－

－

－

53,305ｔ-CO ₂

費　用
（千円）

販促物の再利用

機器設備の再利用

フロンの回収

省エネ

配送負荷の低減

リサイクルの促進

廃棄物の適正処理

グリーン購入

環境コミュニケーション

環境推進体制の維持

セブン-イレブンデー全国一斉清掃活動（地域清掃）

社会貢献活動

店　　舗

物　　流

廃 棄 物

本　　部

社会貢献
※フロンの回収量を温暖化ガス削減量に換算しています。

（％）

02 03 04

100

0

店舗からの可燃ごみ
の排出

OFC※などの店舗訪
問による燃料使用

商品配送に使用する
軽油・天然ガス

販売設備や空調など
に使用する電気

32.9

9.1

57.3

27.6

10.8

60.9

28.9

9.9

入荷
0.6％

前準備
2.4％

炊飯
92.5％

成型
4.4％

出荷
0.1％

商品の製造
（工場）

商品の販売
（店舗）

原材料の調達

商品の配送

商品の消費

今回の分析範囲

0.7

（年度）

⬇

⬇

⬇

⬇
・対　　象 ：「手巻きおにぎり梅」の製造に 

   おける環境負荷の把握

・調査工場 ：神奈川県相模原市内の専用工場

・調査期間 ：2004年11月

0.7 0.8

60.4 ※OFC＝オペレーション・
フィールド・カウンセラー
の略。セブン-イレブンの
店舗経営相談員（P40～）
を参照してください
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セブン-イレブンのコンビニエンスストア事業には、店舗を経営するオーナーさまや商品を製造する専用工場、
また商品を運ぶための共同配送センター、店舗の建築や改装、メンテナンスなどを行う建築設備業者、
店舗から出た廃棄物を収集する廃棄物処理業者など、さまざまな事業者が関わっています。

セブン-イレブンのコンビニエンスストア事業

専用工場
安全・安心で価値ある
商品の開発と製造

共同配送
センター

商品特性に合わせた
物流体制

店舗
地域に合った品揃え・
サービスの提供

お客さま

本部・
地区事務所
加盟店経営の
バックアップ

製造 配送 販売
建築・設備
メーカー

廃棄物
処理業者

専用工場 196工場

NB
メーカー

共同配送センター

専用配送車両 3,458台
190センター

店舗数

来店客数 986人／日
10,826店

平均日販 63.9万円／日

本部・地区事務所

社員数 4,815人
36カ所

営業車両 1,969台

チェーン全店売上高

2兆4408億53百万円

※記載している数値は、全て05年2月末時点の数値となります。
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　電気 158,463 kwh　　
　水道 526 m³

セブン-イレブンでは、コンビニエンスストア事業に関わる多数の事業者の方々と協力して、
事業活動全体を最適化すべく取り組みを進めています。下記のインプット・アウトプット＊1の数値は
それぞれの事業活動における1拠点1年あたりの平均的な負荷を表しています。

チェーンの事業活動における環境負荷

配送車両
1台あたり

Input
　電気 3,154,715 kwh
　水道 149,428 m³
　プロパンガスの場合 181,783 m³
　 都市ガスの場合 739,614 m³

Output
 1,192.5 t-CO₂

Input
　電気 397,238 kwh 
　水道 1,628 m³
　プロパンガスの場合 1,421 kg
　 都市ガスの場合 2,300 m³

　軽油の場合
　11,554ℓ
　天然ガスの場合
　8,965m³

Output

Input

Input Input

営業車両
1台あたり

　ガソリン
　1,745ℓ

Input

　廃棄物
　・食品残さ 413 t
　　（内、リサイクル量155t）　

　軽油の場合
　30.3t-CO₂
　天然ガスの場合
　18.9t-CO₂ 

Output
 150.2 t-CO₂

＊2

Output
 59.9 t-CO₂
　廃棄物 ・可燃ごみ 14.5 t
 ・不燃ごみ 1.9 t
 ・資源物 10.7 t

Output
 605.9 t-CO₂
　廃棄物 ・可燃ごみ 133.0 t
 ・不燃ごみ 75.7 t
 ・資源物 205.1 t

 35.8 t-CO₂

Output
　4.1t-CO₂

＊1  Input …事業活動において必要なエネルギー等の投入量
  Output …事業活動の結果排出される環境負荷量
 なお、この図では製造や配送、販売する商品の投入量等の数値については記載していません。

専用工場
合成着色料・
保存料の排除

共同配送
センター

物流の合理化・効率化や
環境配慮型車両の導入

店舗
省エネ型の店舗建築・
設備什器の開発や
ごみのリサイクル

本部・
地区事務所
事業活動全般における
環境負荷の削減

＊2　ガスの使用状況や廃棄物の処理が地域により異なるため、電気使用量のみからCO₂排出量を算出して
います。全て1拠点あたり年間負荷として算出しています。

＊2 ＊2 ＊2

＊2

　電気 1,602,984kwh 
　水道 11,498 m³

　電気 94,801 kwh
　水道 428.9 m³
　ガス 44.2 m³

﹇
本
部
﹈
﹇
地
区
事
務
所
﹈

﹇
本
部
﹈

﹇
地
区
事
務
所
﹈
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セブン-イレブンの2004年度の事業活動のなかで、主な取り組みをハイライトとしてまとめました。
詳細やハイライト以外についてはそれぞれのページをご覧ください。

2004年度のハイライト

コールドチェーンの
取り組みを開始

2005年4月から、配送中の温度変化によって

鮮度や栄養に影響を受ける野菜の品質低下を

防ぐために、コールドチェーンでの配送を行っ

ています。産地から店舗まで一貫した冷蔵管

理で配送した野菜は、非加熱のサラダや調理

パンで使用しています。

商品

常温商品の
共同配送化を展開

2000年から常温商品（菓子・雑貨・加工食

品・酒類）の一括配送化に取り組み、2005

年9月末に展開を終える予定です。既存のカ

テゴリーでの単独の配送に比べ、重量や容積

が異なるカテゴリーの商品を混載することで、

積載効率の向上につながっています。

名古屋・多摩地区で
販売期限切れ商品をリサイクル

東京23区の堆肥化リサイクルに続き、2004

年11月より名古屋市内で、2005年6月より多

摩地区の一部で販売期限切れの商品のリサイ

クルを開始しました。名古屋市内では堆肥へ、

多摩地区では飼料へのリサイクルに取り組んで

います。

物流 廃棄物・リサイクル

中越地震で被災地の支援と
募金活動を実施

2004年10月に発生した中越地震では、被災

地の支援のため、おにぎりなどの救援物資の

提供を行うとともに、店頭にて募金活動を行

いました。また、万一災害が発生した場合、

被害を軽減するとともに的確な対応を行うた

め、デジタル無線の導入を進めています。本

部、配送委託会社、共配センター、配送車両

をネットワーク化し、災害時の情報収集・伝

達の基盤として活用します。

地域社会との共生

セーフティステーション活動が
トライアルから全国展開へ

「まちの安全・安心の拠点」として、2003

年度から3次にわたり、地区を拡大しセーフ

ティステーション活動のトライアルを行ってき

ました。2004年の第3次トライアル活動の

結果から、2005年10月より（社）日本フラン

チャイズチェーン協会加盟の13社約41,000

店で全国展開を行います。

持株会社セブン＆アイ ＨＬＤＧＳ.
を設立

（株）イトーヨーカ堂、（株）デニーズジャパンお

よび当社の3社は、2005年9月1日をもって

持株会社「（株）セブン＆アイ・ホールディング

ス」を設立しました。経営環境変化へのスピー

ディな対応とグループ・シナジーを追求し、そ

れぞれの事業分野でのお客さまの立場に立っ

た事業を推進していきます。

中国での出店を開始

2004年4月北京市内に、1号店「セブン-イ

レブン東直門（ドンジーメン）店」が開店しまし

た。セブン-イレブン北京有限会社の運営によ

り、中国のお客さ

まのニーズに応

え、日本で培った

経験を活かしなが

ら、市内各エリア

に順次出店してい

きます。

その他

「ほうれん草のごまあえ」のほうれん草は
コールドチェーンで配送

➡詳細はP20

常温一括配送センター内の様子

➡詳細はP23

多摩地区では販売期限切れ商品を
飼料へリサイクル

➡詳細はP32

中越地震発生時には、ヘリコプターを
使って支援物資をお届けしました

➡詳細はP37

地域の安全・安心の拠点として
ご利用いただける店舗を目指して
取り組んでいます

➡詳細はP36

2005年3月末現在で13店が
営業中

➡詳細はP3

おいしさや価格などのニーズに加え、

近年高まりつつある「食の安全」に対する

お客さまのご要望にお応えするため、

原材料の調達から販売にいたるまで

徹底した品質管理を行っています。

18

お客さまの「食の安全」という
ニーズに応えるために、
事業者として
責任を果たします。

商品について

商品・サービスを提供するセブン-イレブンとして 商 品

04年度目標
●原材料履歴の確認精度向上
●NDF-HACCPの推進
●環境に配慮した容器の検討

04年度実績
●レシピマスターシステムによ
る原材料と商品の紐付け。登
録アイテムの61％（容器包装
を含む）
●NDF-HACCPを26工場で認
定取得
●容器・包材のプラスチック使
用量の減量（20種類で150t
減量）

０ ５ 年 度 目 標
●原材料履歴の確認精度の向
上と安全確保、残留農薬の検
査体制の整備
●HACCP体制確立によるオ
リジナル商品の品質の確保
●容器・包材の使用量減量の
継続、環境配慮型容器の検討

※目標、実績は一部抜粋です。詳
細はP9-10を参照してください。


